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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

1．建設業法令遵守ガイドライン
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート

【時間があれば説明】
建設業法の概要について説明させていただきます。

建設業法の第１の目的は、建設工事の適正な施行を確保し、発注者を保護することです。 また、第２の目的は建設業の健全な発達を促進することでございます。 
そして、これらの目的を達成するための手段として「建設業を営む者の資質の向上」や「建設工事の請負契約の適正化」を図ることと建設業法第１条に規定されております。

建設業法は昭和２４年に制定されました。 それ以来、時代の要請に応えて、数回にわたる改正が行われております。特に昭和４６年には建設業の許可制の採用や請負契約の適正化を中心とする大改正が行われております。



14－１ 独占禁止法との関係について（建設業の下請取引に関する建設業法との関係）
14－２ 社会保険・労働保険等について（法定福利費の確保）
14－３ 労働災害防止対策について（実施者と経費の負担の明確化）
14－４ 建設工事で発生する建設副産物について（運搬及び処理に要する経費の適正な見積及び明示）【新設】

１．見積条件の提示等（建設業法第20条第4項、第20条の２）
２．書面による契約締結 （１）当初契約（建設業法第18条、第19条第1項、第19条の3、第20条第1項）

（２）追加工事等に伴う変更契約（建設業法第19条第2項、第19条の3）
３．工期 （１）著しく短い工期の禁止（建設業法第19条の5）

（２）工期変更に伴う変更契約（建設業法第19条第2項、第19条の3）
（３）工期変更に伴う増加費用（建設業法第19条第2項、第19条の3）

４．不当に低い請負代金（建設業法第19条の3）
５．原材料費等の高騰・納期遅延等の状況における適正な請負代金の設定及び適正な工期の確保【新設】

（建設業法第19条第2項、第19条の3、第19条の5）
６．指値発注（建設業法第18条、第19条第1項、第19条の3、第20条第4項）
７．不当な使用資材等の購入強制（建設業法第19条の4）
８．やり直し工事（建設業法第18条、第19条第2項、第19条の3）
９．赤伝処理（建設業法第18条、第19条、第19条の3、第20条第4項）
10．下請代金の支払 （１）支払保留・支払遅延（建設業法第24条の3、第24条の6）

（２）支払手段（建設業法第24条の3第2項）
11．長期手形（建設業法第24条の6第3項）
12．不利益取扱いの禁止（建設業法第24条の5）
13．帳簿の備付け・保存及び営業に関する図書の保存（建設業法第40条の3）

本ガイドラインは、元請負人と下請負人との関係に関して、どのような行為が建設業法に違反するか具体的に示すことにより、法律の
不知による法令違反行為を防ぎ、元請負人と下請負人との対等な関係の構築及び公正かつ透明な取引の実現を図ることを目的として策定

（１）建設業の下請取引における取引の流れに沿った形で、見積条件の提示、契約締結といった以下の13項目について、留意すべき建
設業法上の規定を解説するとともに、建設業法に抵触するおそれのある行為事例を提示

１．策定の趣旨

２．本ガイドラインの内容

（２）関連法令の解説として以下の内容を掲載

建設業法令遵守ガイドラインの概要（H19.6策定、最終改訂R4.8）
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建設工事の見積り等について
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請負金額の算定

適正な見積りを実施
することが重要

工事費の内訳が明ら
かにされた見積り
・材料費
・労務費
・法定福利費など

適正な請負価額の設定

注文者の保護

下請業者の保護

ダンピング防止

トラブル防止

（建設工事の見積り等）

第二十条 建設業者は、建設工事の請負契約を締結するに際して、工事内容に応じ、工事の
種別ごとの材料費、労務費その他の経費の内訳並びに工事の工程ごとの作業及びその準備
に必要な日数を明らかにして、建設工事の見積りを行うよう努めなければならない。

技能労働者への適切な
賃金水準の確保

担い手の確保

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
ここからは建設業法の視点で、建設工事における見積もりについてお話をさせて頂きます。

建設業法第２０条第１項では「・・・」と規定されており、工事種別ごとの内訳などを明らかにすることで適正な見積もりを実施するように定めています。

当建設産業課にも請負契約のトラブルなどの相談が寄せられますが、具体的な事案を聴取すると、見積もりや契約書の定めが曖昧であったために自己の主張が相手方へ通らず、トラブルに発展していくケースが見受けられます。

このためなるべく内訳等を見積書に明示していくことで、自分の権利を守ることにつながっていきます。

また業界全体の取り組みとして、将来の担い手確保を目指しており、その一つの手段として適正な見積もり作成を出発点として建設業の技能労働者への適正な賃金水準を確保していくことが重要になっております。

それでは見積もり作成について、もう少し詳しく見てみましょう。
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Ⅰ-1

見積依頼は、工事内容、工期等の契約内容をできる限り具体的に提示し

て行わなければなりません

建設業法 第20条第4項

見積条件の提示

工事内容のほか、契約約款
や支払条件等も含めて提示

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
まずは「見積条件の提示」です。

○先ほどもお話ししました我々への相談案件の原因を考えると、建設工事の請負契約を締結するには、
出発点として「適正な見積もり」を実施することが重要です。

○建設業法（第２０条第３項）には、
建設工事の注文者は、「契約を締結」する前に、
できる限り「具体的な内容を」提示しなければならないと
規定されています。

○「元・請負人」は、「下・請負人」に対して、
施工責任範囲や施工条件等を反映した「合理的な」見積書を提出してもらうため、「書面による」見積依頼を行うようお願いいたします。

○併せて、見積依頼書には、「下・請負人」に対して、
「適正な」法定福利費を「内訳明示」した見積書を提出するようお願いいたします。
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工期はいろいろと考慮
しないとならないな

下請負人が明らかにする内容として

建設工事の見積内容に
「工事の工程ごとの作業及び

その準備に必要な日数」が追加。

元請負人は、下請契約の締結に際して、
その見積内容を考慮

工事の工程ごと
の作業と日数を

（1）建設業の働き方改革の促進 〈長時間労働の是正〉

Ⅰ-２

下請負人

工程の細目を明らかにし、建設工事の見積もりを行うよう努めなければ
なりません

建設業法 第20条第1項

工程の細目ごとに見積り

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
次に「工程の細目ごとに見積もり」についてです

○昨年、建設業法（第２０条第１項）が改正され、
建設工事の見積もりにおいて、「下・請負人」が明らかにする
内容について、工事の種別ごとの「材料費」、「労務費」、
「その他の経費」の内訳に加え、

工事の工程ごとの「作業」及び「その準備」に
「必要な日数」が追加されました。

元・請負人は、その内容が明らかである場合は、

その見積内容を考慮しなければなりません。
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建設予定は、
地盤沈下しています。
詳細はこちらです

わかりました。
見積もりの参考に
させていただきます

Ⅰ-３

注文者下請負人

注文者が事前に知り得た工期や請負代金額に影響を及ぼす事象については、

契約締結前までに情報の提供しなければなりません

建設業法 第20条の2

工期等に影響を及ぼす事象に関する情報提供

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
次に「工期等に影響を及ぼす事象に関する情報提供」についてです。（こちらも昨年の建設業法改正により、新設された条文になります。）

例えば、元請負人が
①　地盤の沈下、地下埋設物による土壌の汚染その他の地中の
状態に起因する事象
②　騒音、振動その他の周辺の環境に配慮が必要な事象

などの情報を事前に知り得た場合は、見積もり依頼時に下請負人に情報提供をおこなわなければなりません。

当該建設工事について、工期又は請負代金の額に影響を及ぼすものは、必ず情報提供をおこないましょう。
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Ⅰ-４

下請負人が見積もりを行うに足りる期間を設けなければなりません

建設業法 第20条第4項

適正な見積期間の設定

下請工事発注予定額に応じた
必要見積期間

① 500万円未満 中1日
② 5,000万円未満 中10日
③ 5,000万円以上 中15日以上

※ ②③の場合で、やむを得ない場合
には短縮可能

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
次に、「適正な見積期間の設定」です

○建設業法第２０条第３項には、建設工事の注文者は、
予定価格の額に応じて、下請負人が見積もりを行うために
必要な一定の期間を設けなければならない
と規定されています。

○「下・請負人」に対する契約内容の提示から、
「契約の締結」までの間に設けなければならない期間は、

工事１件の予定価格が
５００万円に満たない工事については、中１日以上、

５００万円以上５，０００万円に満たない工事については、
中１０日以上、

５，０００万円以上の工事については、中１５日以上

と決められています。

つまり工事規模が大きくなるほど、建設業者に対して見積もり内容を検討する期間を長く確保しなければいけません。

この見積期間は、「下・請負人」が見積もりを行うための
最短期間であります。
適正な見積期間を設け、後々見積り落し等の問題が生じないよう検討する機会を与えるようにしましょう。
（次スライドで具体例の説明）




建設工事の見積り等について
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建設業法施行令
（建設工事の見積期間）
第六条 法第二十条第三項に規定する見積期間は、次に掲げるとおりとする。
ただし、やむを得ない事情があるときは、第二号及び第三号の期間は、五日以内に限り
短縮することができる。
1 工事１件の予定価格が500万円に満たない工事については、中1日以上
2 工事１件の予定価格が500万円以上5,000万円に満たない工事については、中10日以上
3 工事１件の予定価格が5,000万円以上の工事については、中15日以上

例えば、５月１日に見積りを依頼した場合

工事１件の予定価格

５００万円に満たない工事

500万円以上5,000万円
に満たない工事

5,000万円以上の工事

５月３日以後

５月12日以後

５月17日以後

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
本スライド例示の解説　５月１日に見積もりを依頼した場合・・・



｢法定福利費を内訳明示した見積書｣について

「法定福利費を内訳明示した見積書」作成手順

〔基本的な法定福利費算出方法〕

＝ 労務費総額 × 法定保険料率

〔その他の法定福利費算出方法〕

＝ 工事費 × 工事費あたりの平均的な法定福利費の割合

＝ 工事数量 × 数量あたりの平均的な法定福利費の割合

法定福利費とは ： 法令に基づき企業が義務的に負担しなければならない社会保険料
※健康保険、厚生年金保険、雇用保険の保険料
⇒ 労働者を直接雇用する専門工事業者は、労働者を適切な保険に加入させるために必要な法定福
利費を確保する必要

下請企業が元請企業（直近上位の注文者）に対して提出する見積書について、
法定福利費を内訳として明示したもの

◇◇◇株式会社 殿
住 所 ××

○○ 株式会社

見積金額 L （消費税込）

御見積書（例）

法定福利費事業主負担額 対象金額 料率 金額

雇用保険料 B 1.050% p E・・・B×p

健康保険料（※１） B 4.985% q F・・・B×q

介護保険料（※２） B 0.450% r G・・・B×r

厚生年金保険料

(児童手当拠出金含む）
B 8.887% s H・・・B×s

合計 B 15.372% t I・・・B×t

項目 数量 歩掛 単価 金額

○○○工事 材料費 A

労務費 Ｂ

経費（法定福利費を除く） C

小計 D=A+B+C

法定福利費

※１ 協会けんぽ東京支部 加入の場合

※２ 介護保険加入割合を５２．４％（協会けんぽ H24事業年報より）と仮定

I

小計 J=D+I

消費税等 K=J×5%

合計 L=J+K

法定福利費を内訳明示した見積書

標準見積書： 社会保険等への加入原資となる法定福利費を適切に確保する
ため、各専門工事業団体が作成 （国土交通省ＨＰにも掲載）

元請企業

下請企業

技能労働者

標準見積書の活用
法定福利費内訳明示

必要な保険への加入

法定福利費を
請負金額に反映

法定福利費の内訳明示
を見積条件に記載

（見積書の活用イメージ）
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
見積書の作成について、最後に法定福利費の内訳明示についてもお話しさせていただきます。
建設工事における現場作業員の法定福利費については、それぞれの工事ごとの請負金額の中で確保する必要があります。
このため見積書の作成の段階から法定福利費を明示し、元下間で必要な法定福利費の確保に繋げていきます。このことが業界の健全な発展、将来の担い手の確保への一つの手段となります。

従来の取引慣行では、法定福利費についてトン単価や平米単価による見積もりが一般的で、計算根拠が不明瞭なことも多々ありました。
そこで現在施策として進めているのは、スライドにもありますとおり工事内の労務費に法定保険料を掛けるといったなるべく算出方法を分かり易くした内訳明示を目指しております。

詳しい明示方法については、各専門工事業団体にて「標準見積書」を定めておりますので、ご参考いただければと思います。



法定福利費の適正な確保に向けて
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○社会保険の保険料は、建設業者が義務的に負担しなければならない法定福利費であり、
建設業法 第１９条の３に規定する「通常必要と認められる原価」に含まれる。

○建設業者は建設工事の請負契約を締結するに際し、経費の内訳を明らかにして、建設
工事の見積りを行うよう努めなければならない。（建設業法第２０条第１項）

○元請負人及び下請負人は見積時から法定福利費を必要経費として適正に確保する必要。
元請負人は、下請負人に専門工事業団体等が作成した標準見積書の活用等による法定福
利費相当額を内訳明示した見積書を提出するよう見積条件に加える。
○法定福利費相当額を含んだ見積書を尊重し、各々の対等な立場における合意に基づい
て、請負金額に適切に反映することも必要。

下請負人から法定福利費相当額が明示された見積書が提出されてたにもかかわらず、元
請負人がこれを尊重せず、法定福利費相当額を一方的に削減したり、労務費や材料費、
労務費、その他経費など、他の費用減額調整を行うなどして、実質的に法定福利費相当
額を賄うことができない金額で建設工事の請負契約を締結し、その結果「通常必要と認
められる原価」に満たない金額となる場合には、建設業法第１９条の３の不当に低い請
負代金の禁止に違反するおそれがある。



一人親方問題の現状の課題と施策の方向性

１．現状の課題

○ 国土交通省においては、

・ 老後の生活や怪我時の保障など技能者に対する処遇改善

・ 法定福利費を適正に負担する企業による公平・健全な競争環境の整備

等の観点から、平成２４年度から社会保険加入対策を推進しており、企業単位・技能者単位ともに保険加入率上昇が見ら

れるなど、一定の効果が発現

○ 令和２年１０月から建設企業の社会保険加入が建設業許可・更新の要件として位置付けられるなど、社会保険加入対策

をさらに強化

○ 一方で、社会保険加入対策や労働関係法令規制の強化に伴って、法定福利費等の労働関係諸経費の削減を意図して、

技能者の個人事業主化（いわゆる一人親方化）が進む懸念

○ 建設業界への聞き取りや企業アンケートにおいても、技能者の一人親方化が進んでいる傾向が示されており、その中に

は、実態が雇用労働者であるにもかかわらず、偽装請負の一人親方として従事している技能者も一定数存在

① 一人親方等に直接訴求する取組（令和元年度実施済）

⇒ 社員（労働者）と一人親方（個人事業主）の適切な働き方の理解
を促すとともに、社員として働いた場合は一人親方として働いた
場合と比較して、将来の年金給付額が多くなる可能性等について、
直接一人親方等に周知

法定福利費等の労働関係諸経費の削減を意図して、偽装請負としての一人親方化を進めることは、技能者の処遇
低下のみならず、法定福利費等を適切に支払っていない企業ほど競争上優位となるなど、公正・健全な競争環境を
阻害するのみならず、社会保険加入対策の根幹を揺るがす重要な問題

２．施策の方向性

② 実効性ある一人親方対策（今後実施）

⇒ 職種ごとの一人親方の実態把握等を行いつつ、規制逃れを目
的とした一人親方化対策、その他一人親方の処遇改善対策等に
ついて、「建設業の一人親方問題に関する検討会」において実効
性ある施策を検討・推進

12



一人親方の懸念事項（技能者本人）

○ 職場にとらわれない自由な働き方が可能

○ 仕事をやればやるほど稼ぐことが可能

○ 自分の腕次第では高報酬も可能

○ 引退後（老後）の生活が不安定

○ 病気や仕事がなくなったときの保障がない

（失業等給付や雇用調整助成金等の対象から

外れる）

○ 業務中の怪我や事故は全て自己負担
（労災の特別加入制度を利用している場合は

掛金によって給付額が支払われる）

○ 建設業退職金共済制度の加入や掛金充当の

ハードルが高い

○ 法定福利費等の労働関係諸経費の削減を意図

して、偽装請負としての一人親方化を進めること

により、法定福利費等を適切に支払っていない企

業ほど価格競争で優位となるなど、公正・健全な

建設市場の阻害要因

○ 技能者の処遇悪化による担い手確保への支障

一人親方となることの利点

一人親方の懸念事項（建設業界）

一人親方の利点と懸念事項

13
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建設業の一人親方問題に関する検討会の目的

建設業の一人親方問題に関する検討会の目的

技能者の処遇改善や法定福利費を適正に負担する企業による公平・健全な競争環境の整備等を図るため、学
識経験者・建設業者団体等が一体となって、規制逃れを目的とした一人親方化防止対策、一人親方の処遇改善
対策等の諸課題に関し、実効性のある施策を推進する

規制逃れを目的とした
一人親方化防止対策

技能者に対する処遇改善の推進、法定
福利費を適正に負担する企業による公
平・健全な競争環境を阻害する動きを
無くすことを目的に対策を検討する。

法令による対応
（サンクション・ペナルティ）

雇用契約の締結
社会保険への加入

一人親方の処遇
改善対策 等

一人親方として適正に事業を行っている
事業主の保護や、排除しない、育成し
ていくことを目的に対策を検討する。

政策による対応
（プロの育成）

適正取引の推進法令による対応

専門性の向上
適切な請負代金の確保



社会保険の加入に関する下請指導ガイドライン（概要）

〇下請企業について保険加入の確認・指導等

社会保険については関係者を挙げて取り組むことが求められており、元請企業においても下請企業に対する指導等の取組を講じる必要

元請企業の役割と責任

• 選定の候補となる建設企業について社会保険の加入状況を確認し、未加入
である場合には、早期に加入手続を進めるよう指導を行う

• 社会保険の全部又は一部に適用除外ではなく未加入である建設企業を下請
企業に選定しないとの取扱いを徹底

• 建設キャリアアップシステムに登録している企業を選定することを推奨

〇現場に入場する作業員について保険加入の確認・指導等
• 新規入場者の受け入れに際して、各作業員について作業員名簿の社会

保険欄を確認し、未加入等が発覚した場合には、作業員名簿を作成した
下請企業に対し、作業員を適切な保険に加入させるよう指導する

• 情報の真正性が確保されている建設キャリアアップシステムの登録情報
を活用し、同システムの閲覧画面等において社会保険加入状況の確認を
行うことを原則化

• 書面にて保険加入状況の確認をする場合、社会保険の標準報酬決定通
知書等のコピーを提示させ真正性の確保に向けた措置を講ずること

• 一人親方として下請企業と請負契約を結んでいるため「雇用保険」に加入
していない作業員がいる場合、元請企業は下請企業に対し、一人親方と
の関係を記載した再下請負通知書及び請負契約書の提出を求め、請負
契約書の内容が適切かどうかを確認するとともに、一人親方本人に対し、
現場作業に従事する際の実態を確認する

〇法定福利費の適正な確保
• 見積時から法定福利費を必要経費として適正に確保する必要があり、法定福利

費を内訳明示した見積書の提出について、下請企業に対する見積条件に明示す
るとともに、提出された見積書を尊重すること

• 元請負人が、法定福利費相当額を一方的に削減したり、労務費そのものや他の
費用で減額調整を行うなど、実質的に法定福利費相当額を賄うことができない金
額で建設工事の請負契約を締結することは厳に慎むべき

〇「社会保険の加入に関する下請指導ガイドライン」は、建設業における社会保険の加入について、元請企業及び下請企業がそ
れぞれ負うべき役割と責任を明確にし、建設企業の取組の指針とするべきものとして策定

〇同ガイドラインは、平成２４年７月に通知し（課長通知）、同年１１月１日に施行（令和４年４月１日最終改訂）

下請企業の役割と責任

従業員の社会保険加入義務を負っているのは雇用主であるため、下
請企業自らが積極的にその責任を果たすことが必要不可欠

〇雇用する労働者の適切な社会保険への加入

〇元請企業が行う指導等への協力

• 労働者である社員と請負関係にある一人親方の二者を明確に区別した上
で、労働者である社員については社会保険加入手続を適切に行うことが
必要

• 元請企業の指導が建設工事の施工に携わる全ての下請企業に行き渡る
よう、元請企業が行う指導に協力する

〇法定福利費の適正な確保
• 自ら負担しなければならない法定福利費を適正に見積り、法定福利費を内

訳明示した見積書を注文者に提出するとともに、業務の一部を再下請負さ
せる場合は、再下請負人の法定福利費を適正に確保する

一人親方について

〇働き方自己診断チェックリストの活用
• 建設企業との契約の形式が請負契約であっても、実態が当該建設企業の指揮

監督下において労務を提供し、労務の提供として対価が支払われるものである
場合、当該契約は建設工事の完成を目的とした請負契約に当たらないため、建
設業法の適用を受けないことに留意

• 働き方を確認し、その結果に応じて、雇用契約の締結・社会保険の加入を行うよ
う当該建設企業に求めること

〇事業者としての立場
• 一人親方が建設企業と請負契約を締結する際に、当該請負契約が建設工事の

完成を目的とした内容である場合、事業者として当該工事に責任を持って施工
する必要があるため、建設業法等を遵守し、取引の適正化、工事費には必要経
費を適切に反映した請負代金の確保に努める

• 見積書を事前に交わすことや請負契約書を書面で交付することを徹底しなけれ
ばならない 15
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下請指導ガイドラインの改訂で追加する内容（簡易版１／２）
一人親方について

○建設業界として目指す一人親方の基本的な姿
・請け負った工事に対し自らの技能と責任で完成させることができる現場作業に従事する個人事業主

 技能とは、相当程度の年数を上回る実務経験を有し、多種の立場を経験していることや、専門工事の技術のほか安全衛生等の様々
な知識を習得し、職長クラス（建設キャリアアップシステムのレベル３相当）の能力を有すること等

 責任とは、建設業法や社会保険関係法令、事業所得の納税等の各種法令を遵守することや、適正な工期及び請負金額での契約締
結、請け負った工事の完遂、他社からの信頼や経営力があること等

○一人親方が建設企業と請負契約を締結している場合
建設工事の完成を目的とした請負契約に当たる場合
・建設業法令を遵守し、見積書を事前に交わすこと、書面契約の徹底をすること

建設企業との契約の形式が請負契約であっても、実態が建設企業の指揮監督下において労務を提供し、労務の提供として対価が支払われるも
のである場合
・働き方自己診断チェックリストで働き方を確認し、その結果、労働者に当てはまる場合は雇用契約の締結・社会保険の加入を行うよう当該建設
企業に求めること
・建設工事の完成を目的とした請負契約ではないため、建設業法の適用を受けないことに留意

チェックリストの項目にあまり該当しない
⇒労働者に当てはまらない働き方

元請企業は適切な施工体制台帳・施工体系図の作成を行う

元請企業の役割と責任

次のような一人親方に発注している企業については雇用契約の締結、社会保険の加入及び法定福利費の確保を促す
①10代の一人親方 ②経験年数３年未満の一人親方
③働き方自己診断チェックリストで確認した結果、雇用労働者に当てはまる働き方をしているもの
※上記①②は未熟な技能者の処遇改善や技能向上の観点からひとまずは雇用関係へ誘導していく方針
※再三の指導に応じず、改善が見られない場合は当該建設企業の現場入場を認めない取扱い

○下請企業が一人親方に対して再下請負をしている場合 → 「働き方自己診断チェックリスト」の活用を促し働き方の確認を行う



下請指導ガイドラインの改訂で追加する内容（簡易版２／２）

下請企業の役割と責任
○元請企業・下請企業が一人親方と直接、請負契約を締結している場合

元請企業の役割と責任

建設工事の完成を目的とした請負契約に当たる場合
・建設業法令を遵守し、見積書を事前に交わすこと、書面契約の徹底をすること
・請負金額に雇い入れている同種の社員の賃金に必要経費を加えた適切な報酬が支払われるよう努めるべき

一人親方との契約の形式が請負契約であっても、実態が元請（下請）企業の指揮監督下において労務を提供し、労務の提供として対価が
支払われるものである場合
・当該契約を履行するうえで働き方自己診断チェックリストで働き方を確認し、その結果、労働者に当てはまる場合は雇用契約の締結・社会保
険の加入を行うこと
・建設工事の完成を目的とした請負契約に当たらないため、建設業法の適用を受けないことに留意

○元請企業・下請企業の令和８年度以降の対応
→ 一人親方に対して「働き方自己診断チェックリスト」の確認事務の軽減を図るため、不適正な一人親方の目安の運用を目指す
働き方自己診断チェックリストの活用による事務負担の軽減、技能者の処遇改善及び技能向上の観点から、経験年数が一定未満（あるいは

建設キャリアアップシステムのレベルが一定未満）の技能者が一人親方として扱われている場合など、「適正でない一人親方の目安」を策定すること
を目指す。そのため、働き方自己診断チェックチェックリストの活用のあり方等について、本ガイドラインの運用状況等を踏まえつつ更なる検討を行い、
令和５年度末を目途に一定の道筋を示す。
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働き方自己診断チェックリスト

働き方自己診断チェックリストは、現場作業に従事する際の実態を確認するため、
以下の者が使用することを想定している。
①雇用契約を締結せず建設工事に従事する一人親方
②一人親方と直接、請負契約を締結する建設企業
記入者が①の場合
１ 契約する工事毎に当該工事を完成させる際の働き方を確認する。
２ 請負契約を締結している建設企業名及び担当者名を記入する。
記入者が②の場合
１ 工事を発注する前に当該一人親方の働き方を確認する。
２ 一人親方の氏名を記入する。

記 入 日1： 年 月 日
チ ェ ッ ク リ ス ト 記入者：
契約の相手方／担当者2：

（注意）
・働き方自己診断チェックリストで働き方を確認した結果、Ｂが多く当てはまる場合
は、雇用契約の締結を検討する。
・記入者は元請企業等に働き方自己診断チェックリストを提出する。なお、電子媒
体での提出を可能とする。
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 ②の手順において、A企業はチェックリストで一人親方の働き方を確認し、その結果、労働者に当てはまる働き方になっていると認められる場合は、適切に雇
用契約の締結・社会保険の加入を行うこと。

 ③の手順において、一人親方はチェックリストで働き方を確認し、その結果に応じて、雇用契約の締結・社会保険の加入を行うようA企業に求めること。なお、
A企業が必要な手続に応じない場合、関係行政機関等に相談すること。

働き方自己診断チェックリストの運用方法（１／２）

下請企業A

元請企業

ケース１ 施工体制台帳を作成する工事での確認

一人親方

①

② ③

④

① 元請企業は施工体制台帳の作成建設工事の通知時に②～④を行うよう働きかける。なお、
元請企業が直接一人親方と請負契約を締結する場合は、②～④の手順に準じて一人親方
の働き方を確認すること。

② 一人親方と直接、請負契約を締結する企業（以下、Ａ企業とする）は、一人親方に工事を
依頼する前にチェックリストで一人親方の働き方を確認・記入する。

③ 一人親方は請負契約を締結する前の見積時に、当該工事を完成させる際の働き方をチェック
リストで確認・記入し、Ａ企業に提出する。

④ Ａ企業は一人親方との関係を記載した再下請負通知書及び請負契約書、Ａ企業及び一
人親方が記入したチェックリストを元請企業に提出する。下請企業が数次にわたる場合は、上
位発注者を通じて元請企業に提出する。

⑤ 元請企業は請負契約書とチェックリストの内容を確認するとともに、現場入場等の機会を通じ
て一人親方本人に対し、現場作業に従事する際の実態を確認すること。

⑥ 契約書の内容が建設工事の完成を目的とした契約で無い場合やチェックリストの結果が労働
者と考えられる場合、元請企業はＡ企業に対して雇用契約の締結等を促す。

チ ェ ッ ク リ ス ト

チェックリスト(Ａ)

請 負 契 約 書

再下請負通知書

注意

事前説明
働き方自己診断チェックリスト（以下、チェックリスト）の記入を依頼する際に、以下の趣旨と注意事項を事前に説明すること。
趣旨
適切な施工体制台帳の作成や労災保険料の算出のため、工事を請け負う個人事業主として現場に入場するのか、実態が雇
用契約を締結すべきと考えられる雇用労働者として現場に入場するのかを確認するため。
注意事項
チェックリストを記入する際には、実態に即して記入すること。

チ ェ ッ ク リ ス ト
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働き方自己診断チェックリストの運用方法（２／２）

補足
 直接の契約関係にある下請企業に指示し、又は協力させ、元請企業はこれを統括するという方法も可能。
 施工体制台帳の作成を要する工事の場合はケース１またはケース３のいずれかを選択する。施工体制台帳の作成を要しない工

事の場合はケース２またはケース３のいずれかを選択する。

ケース３ 新規入場者教育等での確認
① 元請企業は新規入場者教育時の新規入場者調査票等で一人親方かそうでないかを確認する。
② 一人親方には「働き方自己診断チェックリスト」で働き方を確認し、チェックリストの提出を求める。
③ チェックリストに多く該当する場合は、A企業に対して雇用契約の締結等を促す。

下請企業A

元請企業

一人親方

①

② ③

④ チ ェ ッ ク リ ス ト

チェックリスト(Ａ)

契約関係書類
（ 写 ）

ケース２ 施工体制台帳の作成を要しない工事での確認
① 元請企業は見積依頼の際に、一人親方に工事を依頼する下請企業がいる場合は②～④を

行うよう働きかける。なお、元請企業が直接一人親方に見積依頼を行う場合は、②～④の
手順に準じて一人親方の働き方を確認すること。

② 一人親方と直接、注文書及び請書による相互交付を行う企業（以下、Ａ企業とする）は
一人親方に工事を依頼する前にチェックリストで一人親方の働き方を確認・記入する。

③ 一人親方は見積を依頼された際に、当該工事を完成させる際の働き方をチェックリストで確認
・記入し、Ａ企業に提出する。

④ Ａ企業は見積書を元請企業に提出する際に、一人親方から提出された契約関係書類の写
し、Ａ企業及び一人親方が記入したチェックリストを提出する。下請企業が数次にわたる場合
は、上位発注企業を通じて元請企業に提出する。

⑤ 元請企業はチェックリストと契約関係書類の写しの内容を確認するとともに、一人親方本人に
対し、現場作業に従事する際の実態を確認すること。その結果、建設工事の完成を目的とし
た作業で無い場合やチェックリストの結果が労働者と考えられる場合、元請企業はＡ企業に
対して雇用契約の締結等を促す。

チ ェ ッ ク リ ス ト

注意
 契約関係書類の写しとは、 A企業と一人親方の間で交わされた見積書、基本契約書、注文書や請書を想定している。
 ②の手順において、A企業はチェックリストで一人親方の働き方を確認し、その結果、労働者に当てはまる働き方になっていると認められる場合は、適切に雇

用契約の締結・社会保険の加入を行うこと。
 ③の手順において、一人親方はチェックリストで働き方を確認し、その結果に応じて、雇用契約の締結・社会保険の加入を行うようA企業に求めること。なお、

A企業が必要な手続に応じない場合、関係行政機関等に相談すること。
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「社会保険の加入に関する下請指導ガイドライン」における「適切な保険」について

所属する事業所

就労形態 雇用保険
医療保険

（いずれか加入）
年金保険事業所の

形態
常用労働者

の数

法 人

１人～
常用

労働者
雇用保険※２

・協会けんぽ
・健康保険組合
・適用除外承認を受けた国民健康保
険組合（建設国保等）※１

厚生年金

－ 役員等 －

・協会けんぽ
・健康保険組合
・適用除外承認を受けた国民健康保
険組合（建設国保等）※１

厚生年金

個 人
事業主

５人～
常用

労働者
雇用保険※２

・協会けんぽ
・健康保険組合
・適用除外承認を受けた国民健康保
険組合（建設国保等）※１

厚生年金

１人～４人
常用

労働者
雇用保険※２

・国民健康保険
・国民健康保険組合（建設国保等）

国民年金

－
事業主、
一人親方

－
・国民健康保険
・国民健康保険組合（建設国保等）

国民年金

：事業主に従業員を加入させる義務があるもの ：個人の責任において加入するもの

※１ 年金事務所において健康保険の適用除外の承認を受けることにより、国民健康保険組合に加入する。
（この場合は、協会けんぽに加入し直す必要は無い。）
適用除外承認による国民健康保険組合への加入手続については日本年金機構のホームページを参照。
（http://www.nenkin.go.jp/service/seidozenpan/yakuwari/20150518.files/0703.pdf）

※２ 週所定労働時間が２０時間以上等の要件に該当する場合は常用であるか否かを問わない。

「下請指導ガイドライン」における

「適切な保険」の範囲

３保険

医療保険及び年金保険

３保険

雇用保険
（医療保険と年金保険については個人
で加入）

（医療保険と年金保険については個人
で加入）※３

※３ 但し、一人親方は請負としての働き方をして
いる場合に限る（詳しくは、一人親方「社会
保険加入にあたっての判断事例集」参照）
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「適切な保険」を確認するためのフローチャート

「社会保険の加入に関する下請指導ガイドライン」における「適切な保険」の確認シート

元請企業の皆様　→　建設工事に従事する下請企業へ配布するなどして、適切な保険の確認を促してください。
下請企業の皆様　→　自社および自社の労働者の加入すべき保険を確認してください。

 スタート

【従事する作業の内容】

建設工事に従事

変わってきます。

働き方によって加入すべき保険の種類が変わってきます。
一人親方の場合は、実態としても「請負」であるか注意してください。

　※２、３ ※４

「法人」であるか「個人」であるかによって、加入すべき保険の種類が
変わってきます。 株式会社 常用労働者 常用労働者 代表です 株式会社／有限会社　等
また、「個人」の場合は従業員数によっても変わってきます。 有限会社　等 ５人以上 ５人未満

【労働者の年齢】 ２ページ参照

７０歳以上は適用除外です。

健康保険は７５歳以上で後期高齢者医療（適用除外）となります。

国民年金は原則６０歳未満が被保険者となります。

元請：下請に対して加入指導
下請：自社の労働者を加入させる

※１ 事業主と同居する家族従事者は、原則として国民健康保険、国民年金へ加入します。また、雇用保険は加入できず、労災保険は特別加入となります。

※２ アルバイトやパートタイムであっても、１週間の所定労働時間および１月の所定労働日数が常時雇用者の４分の３以上の場合は協会けんぽや厚生年金への加入が必要です。 ＊ガイドライン･･･「社会保険の加入に関する下請指導ガイドライン」

※３ 短期間雇用者とは、２ヶ月以内の期間を定めて使用される者です。

※４ 日雇労働者とは、１ヶ月以内で１日単位の契約で雇用され、日々労働単価を受け取る者です。 事業主に従業員を加入させる義務があるもの 個人で加入するもの
※５ １週間の労働時間が20時間以上で、１ヶ月以上引き続き雇用されることが見込まれる場合は雇用保険への加入が必要です。

※６ 法人や常時５人以上使用する個人事業所であっても、健康保険の適用除外の承認を受けることにより、国民健康保険組合に加入することが可能であり、ガイドライン上も適切な保険として扱われます。

※７ これらの保険はガイドラインの対象とはしていませんが、法令により個人での加入が求められています。

実態も事業主として

の「請負」です。

厚生年金は原則７０歳未満が被保険者となります。

失業状態となった場合に次の仕事が見つかるまでの期間
や、育児や介護のため仕事をすることができない場合に
給付金を受け取ることができる。

業務上や通勤途中のケガや病気に対して給付される。

業務外での病気やケガにより仕事をすることができない場
合に給付金を受け取ることができる。また、産前産後休業
で給与が支払われない場合に給付金を受け取ることがで
きる。

老後に給付金を受け取ることができる老齢年金のほか、も
しもの時のための障害年金や遺族年金など、家族の生活
への保障もある。厚生年金は国民年金よりも給付金額や
支給要件が手厚くなっている。

建設工事以外に従事（交通誘導、設計等）
ガイドライン対象外
（ガイドラインで現場入場制限の対象としないが加入義務はある）

一人親方です 個人事業所の 法人事業所の役員等です

【事業所の形態】

【労働者か使用者か】

ガイドラインで定める現場入場制限は建設工事を対象としています。
ただし、他業種についても同様に社会保険への加入は法令上の義務です。

私は「労働者」です ※１

（法人又は個人事業所に雇用されている方）

「常用的雇用」です 日雇いです

実態は「労働者」です

【働き方】

Ａ ＣＢ

雇用保険

協会けんぽ
健康保険組合

国民健康保険組合（建設国保等）※６

適用除外

社会保険

労災保険

雇用保険

医療保険

（健康保険）

年金保険

保険の種類 加入によるメリット

 右表はガイドラインにおける「適切な保険」の範囲です。
 「●」がついている保険について、
 作業員が適切な保険に加入しているかチェックしてください。 雇用保険

医療保険

元請が一括して加入（現場労災）

（雇用保険）※５

（参考）

労働保険

７０歳未満 ７０歳以上

個人事業所

６０歳未満 ６０歳以上

●

●

●

Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ

※７

Ｇ

－

国民健康保険
国民健康保険組合（建設国保等）

厚生年金

Ａ

－

Ｃ

●

日雇雇用保険

国民健康保険
又は

日雇特例被保険者

「労働者」であるか「使用者」であるかによって、加入すべき保険の種類が

区　分

 適切に加入していない場合：

私は「使用者」です
（一人親方、個人事業主、法人事業主（役員等）の方）

６０歳未満 ６０歳以上 ６０歳未満 ６０歳以上

国民年金 適用除外

アルバイト・
短期間雇用です

法人事業所

７０歳未満 ７０歳以上

Ｊ

－

●

Ｉ

Ｂ

●

●

年金保険

※７

※７

Ｄ

●

※７

Ｊ

－

Ｅ

※７

※７

※７

特別加入

適用除外

国民年金 適用除外

国民健康保険
国民健康保険組合（建設国保等）

協会けんぽ
健康保険組合

国民健康保険組合（建設国保等）※６

厚生年金 適用除外

※７

※７

国民年金 適用除外

Ｈ

－

※７

Ｉ

－

●

Ｆ

※７

－－ ●－

注意点

YES

NO
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今後の取組について

23

直近の取組

内容

令和3年度 3月9日 第6回「建設業の一人親方問題に関する検討会」の開催
○ 改訂時に発出する通知文について意見交換
○ 働き方自己診断チェックリストの運用の確認
○ 令和８年度以降の対応に関する意見交換 等

令和4年度 ４月１日 「社会保険の加入に関する下請指導ガイドライン」改訂施行

4月～5月 社会保険の加入に関する下請指導ガイドライン」改訂の周知
〇ガイドラインの改訂に関する勉強会 等

6月 働き方自己診断チェックリストの活用促進
〇一人親方リーフレットの作成
※専門工事業団体、都道府県等へ送付

11月頃～ 建設工事における一人親方の就労状況の把握
〇「社会保険の加入及び賃金の状況等に関する調査」
※働き方自己診断チェックリストの活用状況についての設問を追加予
定

〇一人親方の実態把握の強化
〇実態を踏まえた、「適正でない一人親方の目安」の策定

今後の取組
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請負契約の締結に当たっては、契約の内容を明示した書面を作成し、

相互に交付しなければなりません

建設業法 第18条、第19条

Ⅱ-１ 書面による契約締結

工事着手前
に書面化！

契約内容の
相互理解を
十分に！

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
次に、「書面による契約締結」についてです。

建設業法第１８条に、
建設工事の請負契約の当事者は、
「おのおの」の対等な立場における合意に基づいて
公正な契約を締結し、信義に従って誠実に履行（りこう）しなければならないと規定されています。

　また、建設業法第１９条第１項では、
建設工事の請負契約の当事者は、「契約の締結に際して」
一定の定められた「事項を」「書面に記載し」、
「署名又は記名押印」をして「相互に交付」しなければならないと規定されています。

　特に建設工事の請負契約は、工事着工「前までに」書面で締結することを指導しています。
　口約束だけでは、内容が「不明確」、「不正確」となり、
後日、紛争の原因ともなりかねませんので、
「詳細」かつ「具体的に」
書面に記載していただき、当事者間の「権利・義務関係」を
明確にしておくことが重要です

もう少し詳しくお話しさせていただきます。
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契約書面には、建設業法で定める一定の事項（15項目）を記載することが
必要です

Ⅱ-2

建設業法 第19条第1項

契約書に記載すべき事項①

片務性の排除を！

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
「契約書に記載すべき事項」ですが、
建設業法第１９条第１項に、
契約の締結に際して、１５項目を書面に記載し、
署名又は記名押印して、相互に交付しなければならないと規定されています。


また、通達に基づき、
標準的な契約書の形式を定めた「建設工事標準下請契約約款」又は
これに準拠（じゅんきょ）した内容を持つ契約書による
契約を締結することをお願いしています。

書面契約に代えて、ＣＩ－ＮＥＴなどによる電子契約も認められていますが、その場合でも１５項目は記載しなければならない。

電子契約については、国交省も監修しています「電子契約ガイドライン」に必要事項を定めています。






契約内容をあらかじめ書面で明確にすることで、請負代金、施工範囲等に係る紛争を未然に防ぐことが目的です。
請負契約の締結に当たっては、契約の内容となる一定の重要事項を明示した適正な契約書を作成し、下請工事着工前までに署名又は記名

押印して相互に交付しなければなりません。建設業法では以下の15項目を満たしていなければなりません。（建設業法 第19条参照）

書面での契約締結方法

契約書に記載しておかなければならない重要事項15項目

建設リサイクル法対象⼯事の場合は、以下の４項⽬を書面で記載しなければなりません。
①分別解体の⽅法 ②解体⼯事に要する費⽤ ③再資源化するための施設の名称及び所在地 ④再資源化等に要する費⽤

公共工事・民間工事ともに契約内容を以下のいずれかの書面で作成します。
請 負 契 約 書

注文書・請書

注文書・請書

基本契約書

基本契約約款

①
②
③

＋
＋

①工事内容

⑩注文者が工事に使用する資材を提供し、又は建設機械その他の機械を貸与すると
きは、その内容及び方法に関する定め

③工事着手の時期及び工事完成の時期

⑤請負代金の全部又は一部の前払金又は出来形部分に対する支払の定めをするとき
は、その支払の時期及び方法

⑥当事者の一方から設計変更又は工事着手の延期若しくは工事の全部若しくは一部
の中止の申出があった場合における工期の変更、請負代金の額の変更又は損害の
負担及びそれらの額の算定方法に関する定め

⑦天災その他不可抗力による工期の変更又は損害の負担及びその額の算定方法に
関する定め

⑧価格等の変動若しくは変更に基づく請負代金の額又は工事内容の変更

⑨工事の施工により第三者が損害を受けた場合における賠償金の負担に関する定め

⑪注文者が工事の全部又は一部の完成を確認するための検査の時期及び方法並び
に引渡しの時期

⑮契約に関する紛争の解決方法

⑫工事完成後における請負代金の支払の時期及び方法

⑬工事の目的物の瑕疵を担保すべき責任又は当該責任の履行に関して講ずべき保
証保険契約の締結その他の措置に関する定めをするときは、その内容

⑭各当事者の履行の遅滞その他債務の不履行の場合における遅延利息、違約金そ
の他の損害金

②請負代金の額

26

④工事を施工しない日又は時間帯の定めをするときは、その内容

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
○このページでは、先ほど説明した「契約書に」記載しておかなければならない重要事項を掲載したものです。

昨年の建設業法の改正を受けて、契約書の「記載事項」が14項目から15項目になりました。

④ の「工事を施工しない日又は時間帯の定めをするときは、その内容」がそれに該当します。
※ただし、事前に取り決めが無い場合は、省略可能。

○ここに書かれている１5項目のうち、

①の工事内容につきましては、
「下・請負人」の責任施工範囲、施工条件等が「具体的に」記載されている必要がありますので、特に○○工事一式といった「曖昧な記載」は避けるべきとお願いしています。
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追加工事等の発生により、当初の請負契約書に掲げる事項を変更する

ときは、着工前に書面による契約変更が必要です

Ⅱ-２

建設業法 第19条第2項

追加・変更契約について

当初契約同様、
変更契約内容の十分

な相互理解を！

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
○次に「追加変更契約について」ですが、
建設業法では（第１９条第２項に、）
請負契約の当事者は、「追加工事や変更工事」が発生した場合や「工期が変更」になった場合は、「その変更の内容」を
書面に記載し、署名又は記名押印して相互に交付しなければならないと規定されている。

○工事の状況により、追加工事の全体数量が着工前の時点で
確定できないなどの理由により、その都度、変更契約を締結することが不合理な場合は、具体的な作業内容や、契約変更を行う時期、追加工事等に係る契約単価の額を記載した
書面を、追加工事の着工前に取り交わしておいて、内容が確定した時点で遅滞（ちたい）なく契約を締結することも可能としています。

○いずれにしても、追加工事や変更工事の着工前に、
契約の内容を書面により明確にしておくことが重要です。

【時間があれば↓】
○元請負人が合理的な理由なく下請工事の変更契約を行わない場合は建設業法に違反する。
○例えば、追加工事が発生しているにもかかわらず、元請負人が発注者との間で変更契約を締結していないことを理由として、下請負人との変更契約を行わない場合なども建設業法に違反する。
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適正な工期になって
いるか確認

この工期なら

注文者は、その注文した建設工事を施工するために、通常必要と認められる期間に

比べて、著しく短い期間を工期とする請負契約を締結してはなりません

Ⅲ

建設業法 第19条の5

元請負人

下請負人

注文者は、その注文した建設工事を施工するために、通常必要と認められる期

間に比べて、著しく短い期間を工期とする請負契約を締結してはなりません

著しく短い工期の禁止

※「通常必要と認められる期間に比して著しく短い期間」
とは、単に定量的に短い期間を指すのではなく、建設工
事において適正な工期を確保するための基準として作成
された「工期に関する基準」等に照らして不適正に短く設
定された期間をいいます。

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
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Ⅳ

自己の取引上の地位を不当に利用し、通常必要と認められる原価に満た

ない金額で請負契約を締結してはなりません

建設業法 第19条の3

不当に低い請負代金

下請への
しわよせを
しない！

直接工事費のほか、間接工事費、一般管理費
（法定福利費含む）等、通常必要と認める原価
を見込んだ金額での協議を！

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
○つぎに「不当に低い請負代金の禁止」です。

○建設業法第１９条の３に、
注文者は、自己の「取引上の地位」を不当に利用して、
その注文した、建設工事を施工するために通常必要と認められる原価に満たない金額を
「請負代金の額」とする請負契約を「締結してはならない」

と規定されています。

【↓時間があれば】
○「自己の取引上の地位の不当利用」とは、取引上優越的な地位にある元請負人が、下請負人の指名権や選択権などを背景に、下請負人を経済的に不当に圧迫するような取引を強いることである。

○「取引上優越的な地位にある場合」とは、下請負人にとって元請負人との取引の継続が困難になることが下請負人の事業経営上、大きな支障をきたす場合をいう。

○また、「通常必要と認められる原価」とは、工事の施工地域において、工事を施工するために一般的に必要と認められる価格をいいます。法定福利費も「通常必要と認められる原価」に含まれる。

次のページをご覧ください。
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Ⅴ

下請契約の締結後に、自己の取引上の地位を不当に利用して、使用資材

等又はこれらの購入先を指定して下請負人の利益を害してはなりません

建設業法 第19条の4

不当な使用資材等の購入強制

指定する場合は、
見積依頼時等の
契約締結前に！

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
○つぎに「不当な使用資材等の購入強制の禁止」についてです。

○建設業法（第１９条の４）に、

注文者は、請負契約の「締結後に」、
自己の「取引上の地位を不当」に利用して、
その注文した建設工事に使用する
「資材」もしくは「機械器具」、又は
これらの購入先を指定し、これらを請負人に購入させて、
その利益を害してはならない

と規定されている。ご留意いただきたい

【↓時間があれば】
○例えば、
契約締結後に、注文者より使用資材等の指定が行われた結果、
下請負人が予定していた資材等の購入価格より、高い価格に
なってしまった場合や、既に購入していた資材等を返却せざるを得なくなって、金銭面や信用面における損害を受けた場合、
建設業法に違反するおそれがある。

次のページをご覧ください。
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Ⅵ

下請工事の施工後に、元請負人が下請負人に対して工事のやり直しを依頼

する場合にあっては、元請下請間で十分な協議を行う必要があります

建設業法 第18条、第19条第2項、第19条の3

やり直し工事について

原因と負担割合を
相互確認後に
やり直しを！

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
○つぎに「やり直し工事」についてです。

○元請負人が、
「元・請負人」と「下・請負人」の責任や費用負担を
「明確にしないまま」、やり直し工事を「下・請負人」に行わせ、
その費用を「一方的に」「下・請負人」に「負担」させた場合は、
建設業法に違反するおそれがあます。

○建設業法令遵守ガイドラインでは、
やり直し工事は、原則として元・請負人の費用負担において行う必要があると記載されている。

○「下請負人」の費用負担により、「やり直し工事」が実施できるケースとしては、

「下・請負人」の施工が、「契約書面に明示された」内容と異なる場合や、「下・請負人」の施工に瑕疵等がある場合に限られています。

次のページをご覧ください。






そんなー
現場の諸経費を
引かれるなんて
一言も聞いてないし、
廃棄物なんか全然
出していないのに！
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Ⅶ

元下双方の協議・合意が必要であるとともに、元請負人はその内容や差引

額の算定根拠について見積条件や契約書に明示しなければなりません

建設業法 第18条、第19条、第19条の3、第20条第4項

赤伝処理について

事前協議・合意
の書面化を！

妥当性、
透明性の
確保を！

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
○赤伝処理についてですが、

赤伝処理とは、元・請負人が、一方的に提供や貸与(たいよ)
した安全衛生保護具などの費用や
振り込み手数料などの諸費用、安全協力会費などを、
下請代金の支払時に差し引く、いわゆる相殺する行為のことをいいます。

○この行為自体は建設業法違反ではありませんが、
赤伝処理を行うためには、「その内容」や「差し引く根拠」などについて、「元・請負人」と「下・請負人」双方で
「事前に合意」しておく必要があります。

○また、その内容について、「見積条件に」明示しなかった場合や「契約書面に」記載しなかった場合は、建設業法に違反する恐れがあります。

次のページをご覧ください。
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Ⅸ

●注文者から代金の支払いを受けた時は、下請負人に対して、１ヶ月以内に、か

つ、できるだけ早く請負代金を支払わなければなりません

●特定建設業者が元請負人である場合、工事目的物の引渡の申し出があってから

50日以内に、かつできるだけ早く、請負代金を支払わなければなりません

●注文者から代金の支払いを受けた時は、下請負人に対して、１ヶ月以内に、か

つ、できるだけ早く請負代金を支払わなければなりません

●特定建設業者が元請負人である場合、工事目的物の引渡の申し出があってから

50日以内に、かつできるだけ早く、請負代金を支払わなければなりません

●注文者から代金の支払いを受けた時は、下請負人に対して、１ヶ月以内に、か

つ、できるだけ早く請負代金を支払わなければなりません

●特定建設業者が元請負人である場合、工事目的物の引渡の申し出があってから

50日以内に、かつできるだけ早く、請負代金を支払わなければなりません

●注文者から代金の支払いを受けた時は、下請負人に対して、１ヶ月以内に、か

つ、できるだけ早く請負代金を支払わなければなりません

●特定建設業者が元請負人である場合、工事目的物の引渡の申し出があってから

50日以内に、かつできるだけ早く、請負代金を支払わなければなりません

●注文者から代金の支払いを受けた時は、下請負人に対して、１ヶ月以内に、か

つ、できるだけ早く請負代金を支払わなければなりません

●特定建設業者が元請負人である場合、工事目的物の引渡の申し出があってから

50日以内に、かつできるだけ早く、請負代金を支払わなければなりません

●注文者から代金の支払いを受けた時は、下請負人に対して、１ヶ月以内に、

かつ、出来るだけ早く、請負代金を支払わなければなりません

●特定建設業者が元請負人である場合、工事目的物の引渡の申し出があってから

50日以内に、かつ出来るだけ早く、請負代金を支払わなければなりません
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Ⅷ

建設業法 第24条の3、第24条の6

下請代金の支払い

業法に定める
支払期限の始期を

しっかり把握！

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
次に「下請代金の支払い」についてです。
下請代金が適正に支払わなければ、下請負人の経営の安定性が損なわれるばかりでなく、手抜き工事や労災事故を誘発して、建設工事の「適正な施工の確保が」困難になりかねないため、建設業法では、「工事の適正な施工」と「下請負人の利益保護」を目的として、下請代金の支払いに関する規定を定めているところです。

建設業法第２４条の３では、注文者から請負代金の出来形（できがた）部分に対する支払い又は工事完成後における支払いを受けたときは、その支払対象となった工事を施工した「下・請負人」に対して、相当する下請代金を１ヶ月以内で、かつできる限り短い期間内に支払わなければならないと規定されています。

建設業法第２４条の５では、特定建設業者は、下請負人が資本金４０００万円未満の一般建設業者の場合は、下請負人からの工事の目的物の引渡し申出日から起算して５０日以内に下請代金を支払わなければならないと規定されています。

従いまして、特に特定建設業者は、完成払いを受けた日から
１ヶ月以内か、引渡しの申出から５０日以内の支払期日の
いずれか早い方で支払わなければなりませんので、ご留意いただきますようお願いいたします

次のページをご覧ください。
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現金でお支払い
します

従業員の給料支払いも
あるので、

助かります

現金の範囲については、銀行振込等、現金と同様に扱われている
ものについても含まれます。

Ⅸ

建設業法 第24条の3第2項

下請負人

元請負人

下請代金のうち労務費に相当する部分については、現金で支払うよう適切な

配慮をしなければなりません

下請代金のうち労務費に相当する部分の現金払

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
つぎに「下請代金の支払手段」についてです。

昨年の法改正により、建設業法第　第２４条の３第２項に
「元・請負人は、下請代金のうち労務費に相当する部分については、現金で支払うよう適切な配慮をしなければならない」とされました。

○下請代金のうち労務費については、建設工事に従事する方々の
賃金や社会保険料に充てられることから、
手形で支払われた場合には、下請負人は賃金支払いのため金融機関等から別途調達する必要が生じ、借入れコストを下請負人が自ら負担せざるをえなくなるため、下請保護の強化の観点から図られたものです。

○建設業法上望ましくない行為事例としては、
下請代金の支払を全額手形払いで行う場合
労務費相当分に満たない額を現金で支払い、残りは手形で支払う場合などです
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Ⅹ

特定建設業者は、下請代金の支払を一般の金融機関による割引を受ける

ことが困難と認められる手形により行ってはなりません

建設業法 第24条の6第3項

割引困難な手形での支払い

１２０日（※）以内の
支払期日設定

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
○次に「割引困難な手形での支払い」についてです。
（建設業法第２４条の６第３項に、）

特定建設業者は、下請契約に係る下請代金の支払を
支払期日までに、
一般の金融機関で「割引を受けることが困難である」と
認めれる手形を交付してはならないと規定されています。

○建設業法では明確な定めはありませんが、手形期間１２０日を超える長期手形を交付した場合は、「割引を受けることが困難である手形の交付」と認められる場合があります。
なお、今年度に公正取引委員会及び中小企業庁より、手形期間を６０日以内に短縮する要請が関係団体へおこなわれています。


次のページをご覧ください。
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Ⅺ

元請負人が下記のいずれかに違反する行為
・不当に低い請負代金の禁止（第１９条の３）
・不当な使用資材等の購入強制の禁止（第１９条の４）
・下請代金の期間内の支払い義務（第２４条の３第１項）
・期間内の検査及び引渡しを受ける義務（第２４条の４）
・特定建設業者の下請代金の支払い義務（第２４条の６第３項、第４項） 建設業法 第24条の5

通報したから
取引は停止だ

元請負人が下請負人に対して、下請負人が許可行政庁等に通報を行った
ことを理由に、当該下請負人に対して取引の停止などの不利益な取扱い
をしてはなりません

元請負人

不利益取扱いの禁止

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
○次に、「不利益取り扱いの禁止について」です。


○国土交通省では、建設業に係る法令違反行為の疑義情報の受付窓口である「駆け込みホットライン」を設置しています。
元請負人からの報復を危惧して匿名希望のケースが少なからず見受けられます。

○下請負人が安心して国土交通大臣などに通報・相談して、必要に応じて元請負人に対する是正措置が図られるような環境整備を図るとともに昨年の建設業法改正により、法令上でも下請負人が通報の結果、元請負人から不利益な取り扱いをおこなわれないように定めをしています。
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Ⅻ

建設業者は営業所ごとに、営業に関する事項を記録した帳簿を備え、

保存しなければなりません

建設業法 第40条の3

帳簿の備付け・保存及び営業に関する図書の保存

保存期間 ５年

※発注者から直接請け負った
新築住宅建設に係るものは
10年

※発注者から直接請け負った
元請業者には、以下の図書
について10年の保存を義務
付け
・完成図書
・発注者との打合記録
・施工体系図

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
次に「帳簿の備え付け・保存
　　　及び営業に関する図書の保存」についてです。

建設業法（第４０条の３）では
建設業者は、その営業所ごとに、帳簿を備え、保存しなければならないと規定されています。

具体的には、営業所ごとに、営業に関する事項を記録した
帳簿を備え、５年間保存しなければならないとされています。

帳簿には、営業所の代表者の氏名、
「請負契約」や「下請契約」に関する契約日などの事項を記載することや
契約書（写し可）などを添付することが必要です。

また、営業に関する図書については１０年間保存することが必要です。
発注者から直接建設工事を請け負った場合には、
営業所ごとに、完成図、工事内容に関する発注者との
打ち合わせ記録、施工体系図などの保存することとなっています。

帳簿の作成は、建設工事の請負に関する記録が記載されることになりますので、コンプライアンス状況の確認にもなり、
社内への法令遵守を徹底させていく上で非常に大きな意義があるものですので、適切な保存をお願いいたします。





ガイドライン以外の法令遵守事項

・監理技術者・主任技術者・営業所専任技術者の不適正配置
・一括下請負
・施工体制台帳、体系図の未整備
・経営事項審査の虚偽申請

等

各許可行政庁の定める監督処分基準に該当し、営業停止
等の不利益処分に該当する違反もあります。関連規定を
遵守した取り扱いをしましょう。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
建設業法令遵守ガイドライン以外にも法令遵守事項がある。


【時間があれば・・・以下説明】
建設工事の適正な施工を確保するためには、施工する工事現場に、建設工事の内容に合致した所定の資格や経験を有する監理技術者や主任技術者を設置して、施工状況の管理や監督をしなくてはなりません。

また、建設工事に関する請負契約の適正な締結や履行を確保するために、専門知識を有する専任の技術者を各営業所に配置しなくてはなりません。

一括下請負は、発注者が建設業者に寄せた信頼を裏切ることになり、施工責任が曖昧になるため、建設業法で禁止しております。

関連規定の遵守をお願いいたします。

次のページをご覧ください。







Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

２．法令遵守ガイドラインの改訂
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート

【時間があれば説明】
建設業法の概要について説明させていただきます。

建設業法の第１の目的は、建設工事の適正な施行を確保し、発注者を保護することです。 また、第２の目的は建設業の健全な発達を促進することでございます。 
そして、これらの目的を達成するための手段として「建設業を営む者の資質の向上」や「建設工事の請負契約の適正化」を図ることと建設業法第１条に規定されております。

建設業法は昭和２４年に制定されました。 それ以来、時代の要請に応えて、数回にわたる改正が行われております。特に昭和４６年には建設業の許可制の採用や請負契約の適正化を中心とする大改正が行われております。



○背景

「コロナ禍における「原油価格・物価高騰等総合緊急対策（令和４年４月２６日原油価格・物価高騰等に関する関係閣
僚会議決定）」において、現下の原材料費等の高騰の状況を踏まえた新たな価格体系への適応の円滑化に向けた中小企業
対策等の一環として、建設業における適正な請負代金の設定や適切な工期の確保等について政府全体で取り組むこととさ
れたこと、「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画フォローアップ（令和４年６月７日閣議決定）」において、
令和８年の約束手形の利用廃止に向けた取組を促進する閣議決定されていること、下請中小企業振興法（昭和４５年法律
第１４５号）に基づく振興基準（令和４年７月２９日改定）において、約束手形をできる限り利用しないよう努めること
及びサプライチェーン全体で約束手形の利用の廃止等に向けた取組を進めることとされていること、宅地造成等規制法の
一部を改正する法律（令和４年法律第５５号。通称「盛土規制法」）が令和４年５月２７日に公布されたことなどから元
請負人と下請負人との関係に関する部分について、建設業法令遵守ガイドラインを改訂するもの。
○改訂の概要

１．見積条件の提示等（法第２０条第４項、第２０条の２）
「工事の内容」に関し、元請負人が最低限明示すべき事項として、 以下（下線）のとおり改正された。

「 ⑧ 材料費、労働災害防止対策、建設副産物（建設発生土等の再生資源及び産業廃棄物）の運搬及び処理に係る
元請下請間の費用負担区分に関する事項 」

５．原材料費等の高騰・納期遅延等の状況における適正な請負代金の設定及び適正な工期の確保（建設業法第１９
条第２項、第１９条の３、第１９条の５）【新設】

（１）原材料費等の高騰や納期遅延が発生している状況においては、取引価格を反映した適正な請負代金の設定や納
期の実態を踏まえた適正な工期の確保のため、請負代金及び工期の変更に関する規定を適切に設定・運用するこ
とが必要

（２）元請負人が下請負人との協議や変更契約に応じない場合は「不当に低い請負代金の禁止」や「著しく短い工期
の禁止」に違反するおそれ

９．赤伝処理（法１８条、第１９条、第１９条の３、第２０条第４項）
元請負人が下請代金の支払時に差引く（相殺する）費用として、以下（下線）が改正及び追記された。

「 ③ 下請工事の施工に伴い、副次的に発生する建設副産物の運搬処理費用
④ 上記以外の諸費用（駐車場代、弁当ごみ等のごみ処理費用、安全協力会費並びに建設キャリアアップシステ
ムに係るカードリーダー設置費用及び現場利用料等） 」

建設業法令遵守ガイドラインの改訂（Ｒ４．８）について（１／２）
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○改訂の概要

１０ー２．下請代金の支払手段（法第２４条の３第２項）
約束手形の取扱いをめぐる動き等を受け、後半部分が以下（下線）のとおり改正された。

「 また、手形通達によって要請されている取組に加えて、振興基準において、約束手形をできる限り利用しないよ
う努めること及びサプライチェーン全体で約束手形の利用の廃止等に向けた取組を進めることとされていること、
『新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画フォローアップ（令和４年６月７日閣議決定）』において令和
８年の約束手形の利用の廃止に向けた取組を促進する旨閣議決定されていること、金融業界に対し、令和８年に手
形交換所における約束手形の取扱いを廃止することの可否について検討するよう要請されていること等を踏まえ、
建設業界においても、発注者も含めて関係者全体で、約束手形の利用の廃止等に向けて、前金払等の充実、振込払
い及び電子記録債権への移行、支払サイトの短縮等の取組を進めていくよう努めること、また、元請負人及び下請
負人の関係のみならず、資材業者、建設機械又は仮設機材の賃貸業者、警備業者、運送事業者、建設関連業者等と
の関係においても同様の取組を進めることが重要であることについても留意しなければならない。 」

１１．長期手形（法第２４条の６第３項）
手形等のサイトの短縮について（令和４年２月１６日２０２１１２０６中庁第１号・公取企第１３１号）におい

て、公正取引委員会及び中小企業庁が、おおむね令和６年までに、６０日を超えるサイトの約束手形、一括決済方式
及び電子記録債権を、下請代金支払遅延等防止法上「割引困難な手形」等に該当するおそれがあるものとして指導の
対象とすることを前提として、同法の運用の見直しの検討を行うこととしていることを受けて、その旨に留意するこ
とが追記された。

１４－４．建設工事で発生する建設副産物について【新設】
廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号）及び資源の有効な利用の促進に関する法律（平

成３年法律第４８号）に基づき、建設現場から発生する建設副産物を他工事や再資源化施設、処分場等へ運搬するた
めの経費や、その処理に要する経費は、建設業者が義務的に負担しなければならない費用で、法第１９条の３に規定
する「通常必要と認められる原価」に含まれる。
元請負人及び下請負人は、建設副産物の適正処理の実施者及びそれに要する経費の負担者の区分を明確化し、契約

書面に明示することが望ましい。
下請負人は、建設副産物の適正処理に要する経費を適正に見積り、見積書に明示すべき。

建設業法令遵守ガイドラインの改訂（Ｒ４．８）について（２／２）
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42適切な価格転嫁、取引の適正化に向けて、官民協働で取組を推進

 業界団体では、ダンピング受注の排除や適正な請負代金での下請契約締結の周知などに取組んで頂きました。

 国土交通省としては、特に民間工事における取引適正化が重要と考えており、各団体の皆様には、適正な請負代金の設定や

支払条件の改善、適正な工期の確保にご協力をお願い致します。

適切な価格転嫁に向けて

パートナーシップによる価値創造のための転嫁円滑化会議における国土交通大臣発言（概要）

（令和３年１２月２７日 岸田総理、斉藤国交大臣等 → 経団連会長など経済団体５団体トップ、日建連会長など事業者団体２２団体トップ）

◆ 取引価格を反映した適正な請負代金の設定や、納期の実態を踏まえた適正な工期の確保に加え、本年実施したモニタリング
調査の結果も踏まえ、スライド条項の適切な設定・運用や必要な契約変更の実施について要請

◆ 各関係者における取組の推進に向け、通知先に応じてそれぞれ以下を周知

◆ 価格転嫁に関する相談等を「建設業フォローアップ相談ダイヤル」にて受け付けている旨周知

• 下請企業等との取引において円滑な価格転嫁を進めるため、発注者との契約においても適切な対応を図ること
• 資材業者等に対しても同様の配慮を行うこと

• 建設工事の受注者は、発注者が事業を推進する上での重要なパートナーであり、
また、受発注者間の価格の転嫁が元下間・資材業者等への転嫁に当たっても重要となることから、適切な対応を図るべきこと

• 資材単価の改定を月ごとなど適時に行うこと、状況等を踏まえて単価設定のための調査の時期の前倒し・頻度の増加等の対応をとる
こと、可能な限り最新の時点の単価を用いて積算すること等により、原材料費の最新の取引価格を請負代金へ適切に反映すること

公共
発注者

民間
発注者

建設業者
団体

「労務費、原材料費、エネルギーコスト等の取引価格を反映した適正な請負代金の設定や適正な工期の確保について」
（令和４年４月２６日 国不建第５２号～第５５号 国土交通省 不動産・建設経済局長 → 建設業者団体、公共発注者、民間発注者）

公共・民間それぞれの標準約款に記載されている
請負代金や工期の変更に関する規定（スライド条項
等）を適切に設定すること

受注者や下請企業から協議の申出があった場合は、
適切に応じること等により、状況に応じた必要な
契約変更を実施するなど、適切な対応を図ること

＜契約締結時＞ ＜契約締結後＞

それらの規定を

適切に運用すること

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
建設業法令遵守ガイドライン以外にも法令遵守事項がある。


【時間があれば・・・以下説明】
建設工事の適正な施工を確保するためには、施工する工事現場に、建設工事の内容に合致した所定の資格や経験を有する監理技術者や主任技術者を設置して、施工状況の管理や監督をしなくてはなりません。

また、建設工事に関する請負契約の適正な締結や履行を確保するために、専門知識を有する専任の技術者を各営業所に配置しなくてはなりません。

一括下請負は、発注者が建設業者に寄せた信頼を裏切ることになり、施工責任が曖昧になるため、建設業法で禁止しております。

関連規定の遵守をお願いいたします。

次のページをご覧ください。







「資源有効利用促進法」を知っていますか？
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廃棄物混じり土の発生防止に関するお知らせ
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

３．その他

45

プレゼンター
プレゼンテーションのノート

【時間があれば説明】
建設業法の概要について説明させていただきます。

建設業法の第１の目的は、建設工事の適正な施行を確保し、発注者を保護することです。 また、第２の目的は建設業の健全な発達を促進することでございます。 
そして、これらの目的を達成するための手段として「建設業を営む者の資質の向上」や「建設工事の請負契約の適正化」を図ることと建設業法第１条に規定されております。

建設業法は昭和２４年に制定されました。 それ以来、時代の要請に応えて、数回にわたる改正が行われております。特に昭和４６年には建設業の許可制の採用や請負契約の適正化を中心とする大改正が行われております。



建設業に関する各種相談窓口
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建設業フォローアップ相談ダイヤルについて
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盛土規制法について
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○国土交通省 中部地方整備局 建設産業情報ＨＰアドレス
https://www.cbr.mlit.go.jp/kensei/contents03.html

中部地方整備局ＨＰの紹介①

①中部地方整備局 トップページ

※他にも様々な関連情報を掲載しています。

◆建設業の社会保険加入対策
社会保険加入対策の取り組みや関連
するパンフレット、解説資料などをご覧
いただけます。

◆建設業法に基づく適正な施
工の確保に向けて
現場の技術者や施工体制台帳の作成
等を中心にわかりやすく解説したパンフ
レットです。

◆建設業法令遵守ガイドライン
元下間で、どのような行為が建設業法
に違反するかを具体的に示し、公正か
つ透明な取引の実現を目的としていま
す。

＜ご覧いただける内容（抜粋）＞

◆改正建設業法HP
改正建設業法に関連する各種資料な
どをご覧いただけます。

②建設産業課 トップページ

赤丸で囲んだバナーをクリック
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中部地方整備局ＨＰの紹介②

改正建設業法ＨＰ

＜ご覧いただける内容（抜粋）＞

◆適正な施工の確保に向けて

適正な施工体制について、一問一答
形式で紹介しています

◆新・担い手三法について

建設業法、入契法、品確法の一体的
改正について資料を掲載しています

◆建設業許可の手引き

改正建設業法に対応した手引きを掲
載しています

◆建設業法施行規則
国土交通書ＨＰにて、概要・法律・省令等を
掲載しています。

改正建設業法 特設ＨＰ
https://www.cbr.mlit.go.jp/kensei/contents10.html
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建設企業のための適正取引ハンドブックの紹介
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建設企業のための適正取引ハンドブック ダウンロード
https://www.mlit.go.jp/common/001364815.pdf

説明動画 ＹｏｕＴｕｂｅ 「ＭＬＩＴ channel」
https://www.youtube.com/user/mlitchannel

○取引条件の改善に向けて建設業法違反となる取引上の行為や注意点などを掲載した

「建設企業のための適正取引ハンドブック」をＨＰに掲載しています。

○このハンドブックの説明動画をYou Tube「ＭＬＩＴ channel」で配信しています。

You Tube
「MLIT channel」で配信中

プレゼンター
プレゼンテーションのノート

取引条件の改善に向けて建設業法違反となる取引上の行為や注意点など
目指すべき取引のあり方などをまとめた「建設企業のための適正取引ハンドブック」を
ＨＰに掲載しています。
このハンドブックの説明動画をＹｏｕ　Ｔｕｂｅにアップしていますので、
社内研修などで活用いただければと思います。


https://www.mlit.go.jp/common/001364815.pdf
https://www.youtube.com/user/mlitchannel
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